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地域の「豊かさ指標」開発の可能性と課題

町野　和夫

はじめに

GDP（Gross Domestic Production 国内総生産）
もしくは GNP（Gross National Production 国民
総生産）がその国の国民の幸福（happiness）や
福祉（wellbeing）水準を示す（唯一の）指標で
ないことは，1960 年代から議論されており，同
時に GDP を含む新たな指標（群）によって政
策目標の設定や政策評価を行おうとする試みも
続けられてきた。こうした動きが始まったのは，
物質的豊かさをある程度達成したものの，公害
や都市への過度の人口集中など，急激な経済成
長の負の側面が社会問題化してきた先進国で，
経済成長に偏りすぎた政策への反省がきっかけ
であった。その一方で発展途上国における開発
の在り方という視点からも，経済成長はあくま
でも手段であり，最終目標は個々人の福祉水準
の向上であるという考え方が浸透してきた。こ
れは後述する Amartya Sen の潜在能力アプロー
チの影響が大きく，その考え方は，1980 年代後
半から広まり，1990 年以降毎年発表されてい
る国連開発計画（United Nations Development 
Program）の人間開発指数にも反映されている。

さらに，最近では社会心理学や行動経済学の
最新の成果を取り入れた幸福度という概念，あ
るいは幸福の経済学という分野の勃興が，一連
の指標開発の動きを活性化させている。OECD

を中心に国際的にも連携を取って開発を進める
体制になりつつあり，1972 年に国王ジグミ・シ
ンゲ・ワンチュクによって提唱された国民総幸
福量（Gross National Happiness， GNH）の増加
を政策の中心としているブータン王国や，2009
年にサルコジ大統領が Stiglitz や Sen などに生
活の質を測るための新たな指標についての提言

（2009）を依頼したフランスなどの例が知られて
いるが，国内では都道府県や市区町村で独自に
開発するところも出てきた。　

しかし，今後の地域は，これまでの国主導型
の発展ではなく，自律分散型発展が求められて
おり，社会経済指標についても，国や特定の都
道府県や市区町村を対象とした指標ではなく，
地域の多元的な豊かさを測定・評価できる指標
の開発が必要である。本稿では過去の日本の福
祉水準や幸福度を測る指標の開発の歴史や理論
的裏付けを検討することによって，地域の多元
的な豊かさを測定・評価できる指標開発の可能
性と課題について考察していきたい。

1. 日本の豊かさ指標開発の歴史

（1）社会指標（Social Indicators） 1）

最近各地で開発されている幸福度指標が過去

　＜特集論文＞

【要　約】本稿では過去の日本の福祉水準や幸福度を測る指標の開発の歴史やその理論的裏付けを検討す
ることによって，そうした大掛かりな指標開発ではなく，より簡便に北海道の地域の多元的な豊かさを測
定・評価できる指標作成の方法を研究し，実際に試作することによってその可能性と課題を明らかにする。

【キーワード】幸福度，社会指標，社会的厚生

1）本項の「社会指標」の説明は主に国民生活審議会調査部
会編（1974）に拠っている。
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の様々な指標とどう違うのかを，日本の例を参
考に検討しておこう。日本では政府の国民生活
審議会の調査部会で経済学者や社会学者を中心
に 1970 年に「社会指標」作成の作業が始まった。
そこでは社会指標についての欧米におけるいく
つかの定義の最大公約数的姿として「国民生活
の諸側面或いは社会的諸目標分野の状態を包括
的かつ体系的に測定する非貨幣的統計を中心と
する統計指標体系」と定義し，また，その目的
として「国民の福祉水準の全体的判定」，「社会
報告の作成」，「社会計画の策定」，の三つを挙げ
ている。

社会報告とは，当時米国の「社会指標委員会」
によって提案されたもので，「広く社会或いは国
民生活の現状とその変化をとらえるとともに，
そこでの問題点を指摘し，政策の改善に寄与す
る」ための報告で，当時すでに行われていた経
済報告に対応するものとして提案された。こう
した考え方の背景には，社会指標が当時盛んに
なっていた社会システム論を応用したり，PPBS 

（Planning Programming Budgeting System）2）

に利用したいという意向が窺われる。
一方，社会指標の主な問題点として，目標と

されるべき福祉とは何かについて様々な意見が
あり，必ずしも一義的な結論を得られないこと
があった。そこでこの委員会は，ほとんどの人
の合意が得られるであろう社会の目標として
10 個の分野を設定し，その各々について詳細
な内容を検討することにした。彼らが参考にし
た OECD の社会指標作成の作業では，大きな

福祉目標として①健康，②学習による個人の発
達，③雇用と勤労生活の質，④時間と余暇，⑤
財・サービスに対する支配，⑥物的環境，⑦個
人の安全と法の執行，⑧社会的機会と社会参加，
の八つの社会目標（Social Goal）を設定し，さ
らにそれを根源的な社会的課題（Fundamental 
Social Concerns）に分け，さらに下位課題（Sub-
Concern）へと 3 段階に体系化し整理していた。
また，同じく参考とした米国の社会指標委員会
でも①健康及び疾病，②社会的流動性，③物的
環境，④利得と貧困，⑤公共の秩序と安全，⑥
学習，科学，芸術，⑦参加と疎外，の七つの目
標分野とそれぞれを細分化した対象領域に体系
化していた。日本でも，国民社会指標研究会 3） を，
健康，教育，余暇，物的環境，公共の安全，の
五つの分科会に分けて各分野の福祉の内容を詰
め，指標の選択を試みた。その後，雇用と勤労
生活の質，所得・消費の二つの分野についても
同様の作業が行われた。最終的には，それ以前
の国民生活審議会の答申（1966 年 11 月）「将来
の国民生活像―20 年後のビジョン―」で示され
ていた七つの分野（経済社会フレーム，職業と
労働，食生活と保健，住宅と生活環境，教育と
文化，余暇の増大とその利用，社会意識の変化）
に 3 分野（犯罪と法の執行，家族，階層と社会
移動）を加えて，名称も変えて次の 10 分野を目
標分野とした。

①健康，②教育・学習・文化，③雇用と勤労
生活の質，④余暇，⑤所得・消費，⑥物的環境，
⑦犯罪と法の執行，⑧家族，⑨コミュニティ生
活の質，⑩階層と社会移動

以前の 7 分野の中身や表現と比べると，当時
の日本ではそれほど問題にされていなかったで
あろう安全に関する分野が加わったことや「コ
ミュニティ」，「階層」，「物的環境」という聞き

2）「企画計画予算制度」，「効用計算＝予算運用手法」など
と訳される。当時米国のケネディ政権やジョンソン政権で
国防長官を務めた Robert S. McNamara が始めた軍事予算
の効率的運用を目指した手法で，さらに一般的に予算を合
理的に管理する手法として一時はブームになった。しかし，
巨大で複雑なシステムを完全に数量化して管理することに
は限界があり，米国政府でもニクソン政権で中止されるこ
とになった。

3）当初，国民生活審議会とは独立に設けられ，後に国民生
活審議会調査部会に組み入れられた。
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なれない表現を使っている。これは，将来の国
際比較を意識したものだと考えられる。

この社会指標の体系は上の 10 分野の社会目標
を，27 の根源的な社会的課題に分け，それを 77
の副次的課題，さらに 188 の下位課題に分け，
それに対応する形で 368 の指標を採用した。そ
の後，1977 年に国民生活審議会の調査部会は，
社会指標の活用の三つの方向として，「速報化」，

「地域化」，「総合化」を打ち出し，国民生活審
議会の改組に伴い設置された生活の質委員会で
さらに，社会指標体系の改善についての検討も
行われ，1979 年に新たな社会指標体系が示され
た。新たな社会指標体系は，10 の目標分野につ
いては変更しなかったが，根源的な社会的課題，
副次的課題については若干の変更を行った。ま
た，指標については，主観指標 4）を削除する，
指標数が非常に少ない分野についてはインプッ
ト指標も採用する，といった変更が加えられた。
その結果，従来からの 10 の社会目標分野の下
に，27 の根源的な社会的課題，78 の副次的課題，
155 の下位課題，261 の指標が階層的に体系化さ
れた。

指標の計算方法としては，基本的には基準年
を決めて各指標の原統計を指数化した。また，
課題ごとの（試行的）総合指標化は課題に属す
る指数を単純平均するものであった。どのよう
な方法で総合指標化するかについては，後述す
るが当初から課題とされており，後の指標化で
も様々な試行錯誤が行われることになる。

（2）国民生活指標（New Social Indicators）5） 
社会指標の問題点としては，261 の具体的指

標が採用されているのに 10 の社会目標分野ご

と，あるいは 27 の根源的な社会的課題ごとの総
合化指標のみが表示され，膨大な情報が無駄に
なっていること，総合化の際に適切なウェイト
が得られないため，多段階単純平均で総合化を
行った結果，著しく大幅な変動を示す個別指標
があるとその変動が大きく影響すること，など
が指摘されていた。さらに，所得水準が上昇し，
人々の関心は多様化，高度化し，より次元の高
い精神的，文化的な欲求を重視するようになっ
たので見直しが必要であるという認識が高まり，
1984 年 7 月に発足した第 10 次国民生活審議会
が社会指標の再検討に取り組むこととなった。
このときの審議会の調査委員会への委託は，「国
民生活の現状と問題点を的確に把握しうる体系，
確立は如何にあるべきか」ということであった。
これはこれまでの社会指標の「国民の福祉水準
の総合的な測定」という目的を超えており，上
述の「社会報告」に近いものである。

このような経緯で国民生活指標（NSI）体系
は 1986 年 3 月にまとめられた。上述のように原
統計の情報を活用するには，261 という指標数
はあまりにも多いため，生活領域指標 50，主観
的指標 11，関心領域別指標 52 の 3 分野からな
る指標を採用している。しかしこの指標につい
ても，開発後数年で以下のような問題点が指摘
されるようになった。
　a.	 NSI では，生活領域を①健康，②環境と

安全，③経済的安定，④家庭生活，⑤勤
労生活，⑥学校生活，⑦地域・社会活動，
⑧学習・文化活動，の 8 領域に分類し指
標を整理しているが，健康，安全，収入
といった生活の基礎的条件と家庭，勤労，
学校といった生活の場に関するもの，地
域・社会活動，学習・文化活動といった
生活活動そのものを表す分野が混在して
おり，国民の生活について十分整理され
きれていない面がある。

4）当初，満足度ないし意識に関する指標については，「教育」，
「余暇」の分野において一部採用しているが，総合化の際に
は対象から外している。
5）本項の「国民生活指標」の説明は主に国民生活審議会総
合政策部会調査委員会編（1985）に拠っている。
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　b.	 国民の欲求が基礎的ニーズから選択の多
様性，快適性といったより高次なものへ
と移っており， 一つの評価軸によって測る
ことが困難となっているため，複数の評
価軸に沿って整理していく方が適切であ
る。

　c.	 NSI の「国際化と生活」，「情報化と生活」，
「高齢化と生活」，「都市化と生活」，「国民
生活と格差」，「家庭・社会の病理」とい
う六つの関心領域は，個人あるいは社会
の「関心」の対象というよりも，経済社
会の構造変化を示している領域（国際化，
情報化，高齢化，都市化）と生活の質を
みる領域（格差や病理）が混在している。
構造変化を表す領域を独立させるととも
に，格差，病理等は公正，安全等として
生活領域別指標の評価の軸として組み入
れることが可能である。

　d.	 NSI では多岐にわたる指標を取り入れてい
るが，「家計の実質実収入」のような個人
生活に密着した指標と「社会保障移転割
合」のような社会的マクロ指標が混在し
ているため不明確な面がある。また，個々
の指標は一律に評価しているが，その意
味や評価は世代や男女間によって異なっ
てくる場合があり，適切な工夫が必要と
なっている。

　e.	 NSI では，各種のアンケート調査を用い
て主観的指標を作成しているにとどまっ
ているが，主観的意識を総合指標づくり
により適切に反映させるために，生活領
域間のウェイトづけに取り入れる等の手
法を通じて，主観的指標を客観的指標と
結びつけることが必要である。

　f.	 NSI では，生活領域の総合化の試算につい
ては全国の時系列による試算のみを行っ
てきたが，多様化した生活意識をよりき

め細かく表すためには地域別，性別，年
齢別等の試算も重要である。

　g.	 NSI では，生活領域別に国際比較指標を作
成しているが，統計指標の制約等もあり，

「地域・社会活動」，「学習・文化活動」等
の領域で極めて限られた項目，時点の統
計で比較を行っており，国際比較指標の
有効性，妥当性について見直す必要があ
る。

（3）新国民生活指標（豊かさ指標） （People’s 　
　　Life Indicators） 6）

以上のような批判，また，企業や国の発展が
必ずしもストレートに個人の豊かさにつながら
ないという認識のもとで，1991 年から 4 年にか
けての第 13 次国民生活審議会において，従来の
社会指標を個人生活の充実という視点から見直
し，単に客観的な指標を用いるだけではなく主
観的な指標との結合をはかり，さらに，豊かさ
の評価軸も，基礎的なものから自由や快適さま
で多元的な構成を考え世代間や男女間などによ
る評価の違いも考慮して，社会指標を見直すこ
とになった。この見直しの結果，以下のような
新国民生活指標（PLI）が開発された。PLI は生
活指標としての「活動領域別指標」及び生活を
取り巻く「構造変化指標」の二つの指標群から
構成されている。

まず「活動領域別指標」については，NSI の
分類が分かりにくかったという批判に応え，ま
た個人生活重視という観点から，個人の生活の
多面的活動に着目し①住む，②費やす，③働く，
④育てる，⑤癒す，⑥遊ぶ，⑦学ぶ，⑧交わる，
の 8 活動領域を設定した。また，複数の評価軸
が必要という批判に対しては，評価軸として「安

6）本項の「新国民生活指標」の説明は主に国民生活審議会
総合政策部会調査委員会（1992）に拠っている。
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全・安心」，「公正」，「自由」，「快適」の四つを
設定した。また，主観的評価を取り入れる必要
があるという指摘に対しては，諸個人の選好か
ら社会の厚生判断を導くことはできないとする
アローの「一般不可能性定理」によって不可能
であると判断し，評価軸による判断もあくまで
も社会一般的な評価を基礎とすることとした。

総合指標の試算方法については，NSI におい
て行われていた変化率標準化指数 7）を用いた時
系列・全国ベースでの試算方法を基礎にしてい
るが，以下のような注目すべき改良点がある。

i. 国民生活選好度調査結果を活動領域間の主
観ウェイトとして採用

　選好度生活領域分野別に各質問項目のニー
ズ得点を平均し，その偏差値を求め活動分
野別のウェイトづけを行うこととした。

ii. 地域別試算
　各指標を全国平均を 50 として偏差値化する

ことにより，指標間の総合化ができるよう
指標の標準化を行う。また，活動領域ごと
に指標数が異なる影響を除くため，指標数
で指標の偏差値を割る。このようにして求
めた各指標の偏差値に対して i で述べたよ
うに活動領域別にウェイトづけを行う。

もう一つの指標群が「構造変化指標」である。
これは，PLI が生活指標の作成に際して視点を
成人した個人においていて，個人生活を取り巻
く構造変化の動きを十分に捉えられなかったこ
とを反省し，国民生活全体の変化を示す指標と
して作成したものである。「高齢化」，「国際化」，

「集中化」，「情報・サービス化」，「クリーン化」
の五つの領域を設定し，領域別に指標を選択し

ている。高齢化，国際化，情報化については，
NSI でも関心領域別指標の項目としてとりあげ
られていたが，PLI では構造変化指標の項目と
してとりあげている。NSI の都市化については，
大都市集中を端的に把握するため「集中化」に
改め，東京圏集中に焦点をあてた。また，地球
環境問題への関心の高まり，重要性を考慮して

「クリーン化」を掲げた。
なお，PLI で導入された上述の活動領域別の

偏差値で北海道の豊かさをみると，「育てる」と
「遊ぶ」でトップになっている。前者は，長期欠
席率の低さ，1 教員当たり児童・生徒数の少な
さ，青少年教育施設数の多さ，教育費への支出
割合の低さによるものであり，後者は趣味・娯
楽の週平均時間が長いことや温泉地数の多さに
よるものである。「住む」では北陸についで高く
なっている。一方，「働く」では平均よりかなり
低く，「癒す」でもやや低い。生活評価軸別偏差
値でみると，北海道は「快適」で飛び抜けて高
くなっているが，他の評価軸では平均的評価で
ある。総合指標で地域の豊かさをみると，「住む」

「働く」「学ぶ」「癒す」など多くの領域で評価の
高かった北陸が飛び抜けて高いが，それに次い
で高い。

（4）暮らしの改革指数（Life Reform Index） 8）

暮らしの改革指数とは，小泉政権の構造改革
の成果を国民生活の視点から，ゆとりや安心な
どの非貨幣的な面も含めて評価し，暮らしの改
革がどの程度進んでいるかを明らかにすること
を目的とし 2002 年度に初めて作成された指標で
ある。構造改革の目指す社会を①住みやすい社
会，②働きやすい社会，③学びやすい社会，④
子育てしやすい社会，⑤女性が活躍しやすい社7）指標ごとに基準期間全体の変化率をもとに，その年の変

化率を標準化することで，変動の大きさの違いによる各指
標の総合指標に及ぼす影響の違いを均すように定式化した
指数。具体的な計算方法は，国民生活審議会（1985）192
頁参照。

8）本項の「暮らしの改革指数」の説明は主に国民生活審議
会総合企画部会（2002）に拠っている。
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会，⑥高齢者が活き活きしている社会，⑦情報
や人の流れが活発な社会，⑧環境にやさしい社
会，⑨安心できる社会，の九つの側面に分類し，
それぞれの側面ごとに，暮らしの改革の進展度
を代表すると考えられる指標を抽出し，総合化
して，側面別に「暮らしの改革指数」を算出した。

構造改革の九つの側面の抽出は，国民生活に
直接的に関連する諸施策をリストアップし，そ
れを国民生活の活動領域と政策目的に沿って整
理（中分類）し，さらにそれを生活場面（住む，
働く，学ぶ，育てるなど），属性（女性，高齢者
など），評価視点（交流，環境，安心など）の観
点から整理統合することによって行った。この
ようにして抽出された構造改革の九つの側面が
妥当なものであるかどうかを検討するため，ま
ず PLI の主観的ウェイトとしても使われた「国
民生活選好度調査」に基づく主成分分析を行う
ことによって，国民が自らの生活において何が
重要であると考えているかを明らかにした。次
に，そこで抽出された主成分，即ち，「国民が重
要であると考えていること」が，構造改革の九
つの側面に含まれているかどうかを PLI の九つ
の活動領域との整合をみることにより検証した。
「国民生活選好度調査」の選考度質問項目を用

いた主成分分析の結果，重要度を聞いたデータ
では 10 の主成分が抽出され（第 10 主成分まで
の累積寄与率は 59.1%），充足度を聞いたデータ
では 13 の主成分が抽出され（第 13 主成分まで
の累積寄与率は 61.3%），ニーズ得点のデータで
は，11 の主成分が抽出された（第 11 主成分ま
での累積寄与率 60.3%）。

次にこれら主成分の解釈のために，主成分分
析に用いた選考度質問項目と PLI の活動領域並
びに選考度調査の選考度項目とを対応付け，主
成分ごとに整理した。全体に概ね活動領域や選
好度項目の区分に応じた選好度質問項目がそれ
ぞれの主成分を構成しており，国民が重要であ

ると考えていることが，PLI の八つの活動領域
に概ね対応し，構造改革の九つの側面にも含ま
れていることが分かった。従って，構造改革の
九つの側面を評価することによって導出される
暮らしの改革指数が，構造改革の諸側面の進展
度を評価しているというのが「暮らし指数検討
委員会」の結論である。

なお，暮らしの改革指数を検討する際の参考
とするため，従来と同じ手法で，基準年を 1990 
年とした上，新たに 1998 ～ 2001 年を対象期間
に加えて再計算を行い，これまで算出していた
活動領域別の PLI を，「国民生活選好度調査」の
重要度順位に基づくウェイトを用いて総合化し，
豊かさ総合指数を作成した。本稿での指標作成
の参考のために，その作成方法を見ておくと，
以下のとおりである。
i.	 各回の「国民生活選好度調査」において 10 

の選好度項目に対する重要度順位を尋ねた調
査結果の個別回答データを用い，1 位に 3 点，
2 位に 2 点，3 位に 1 点を与え，全回答者に
ついてこの点数を 10 の選好度項目について
足しあげる。

ii.	 これを PLI の八つの活動領域に対応させる。
活動領域が複数の選好度項目にまたがる場合
は選好度項目の個数で加重平均する。

iii.	全活動領域の合計が 100 になるよう変換す
る。

（5）幸福度指標試案 9）

本稿の「はじめに」で述べたように，社会心
理学や行動経済学の進歩が，国際機関，各国政府，
民間研究所等における指標開発の再活性化を促
した。また，政治的にも「幸福度」というイメー
ジが，2009 年に政権を取った民主党が従来の自

9）本項の「幸福度指標」の説明は主に内閣府幸福度に関す
る研究会 （2011）に拠っている。
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民党との違いを訴えるのに相応しいものであっ
たことも影響したと思われる。いずれにせよ民
主党政権の「新成長戦略」（2010 年６月 18 日閣
議決定）に盛り込まれた新しい成長及び幸福度
に関する調査研究を推進するため，有識者から
なる「幸福度に関する研究会」が開催されるこ
とになった。この指標試案でも，内閣府「国民
生活選好度調査」と内外の幸福度に関する調査
研究の成果に基づいて検討を行い，「経済社会状
態」，「心身の健康」，「関係性」を三つの柱とす
ることとした。新たにクローズアップされた「関
係性」は，2011 年の東日本大震災と福島原発事
故の後の日本人が，家族・友人・職場・地域で
の絆の重要性を再認識したことの現れでもある。
2009 年度，2010 年度の国民生活選好度調査の結
果をみてみると，幸福感を判断する際に重視し
た事項として，上位に「家族」，「健康」，「家計

（所得・消費）」，「精神的ゆとり（または自由時
間）」が挙っている。なお，自然，地域コミュニ
ティ，天然資源，生物，地球環境などの維持が
現在の世代の幸福感に影響を及ぼしていると明
確には言えなかったが，現在世代の幸福感が将
来世代の幸福感の犠牲の下に進むのは望ましく
ない。こうした観点から，「持続可能性」は三つ
の柱と別に立てる形とした。

また，子ども・若年層と高齢者が幸福度にお
いて重視するものが違っているのは，出生から
就学，就職，転勤・転職，結婚，出産，子育て，
退職，離別など人生で様々な経験をし，ライフ
ステージをたどることからも当然であるという
認識に基づき，幸福度指標試案においては，大
きく「子ども・若年層」，「成人」の２層と「高
齢者」を 80 歳前後で区切った計四つのステージ
で採用指標を検討することとした。

上述の，これまで政府で作成されてきた諸指
標，即ち，社会指標（SI），国民生活指標（NSI），
新国民生活指標（PLI），暮らしの構造改革指標

の四つが策定された背景には，GDP などの従
来の経済指標のみでは，真の福祉水準を測定で
きないという認識の高まりがあったが，その認
識はこの幸福度指標の研究でも共有されてい
る。 

この幸福度指標の特徴を過去の指標化と対
比してみると以下の通りである。

•	 主観的幸福感を中心に据えて体系化を
図っている。

•	 現在，既存統計で把握できていない指標に
ついても幸福度を捉えるのに不可欠なも
のは，それを含めて提案している。

•	 指標の重なりを明らかにしている。
•	 一つの数値で表す統合化指標の策定は行

わない。
なお，４点目の統合指標化については，統合

指標で一つに表すことは逆にそれぞれの分野
での特徴を隠すことにつながるので，むしろ統
合指標を策定せず，個々の指標毎に良い悪いを
判断していくことの方が望ましいという判断
からである。

2. 理論的考察 10）

これまで見てきたように，1960 年代から，
GDP など従来の経済指標のみでは，真の福祉
水準を測定し得ないという認識は広く共有さ
れてきた。しかし，そもそも GDP は政策の
目標や成果を測定する指標として経済学的に
どう正当化されているのだろうか。所得（≒
GDP）が大きくなれば欲しいモノやサービス
を購入できるので，所得が増えることは望ま
しい（使い方は個々人が自由に決めればよい）
という解釈は理論的には正しくない。経済学

10）本節は主に Benjamin， et al . （2012）を参考にしている。
また，内容は筆者の本特集第４回研究会報告（p.63-65）と
ほぼ重複する。
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では個人の効用最大化をベースに理論が構築さ
れ，市場経済が完全であれば，社会的に効率的
な配分が達成されることが明らかにされている。
しかし，所得が高ければよいという考え方が社
会全体としても正当化されるには①代表的個人

（経済全体を一人の消費者のようにみなす）を考
えるか，②現在の消費の組合せが与えられた所
得での最適な組み合わせだとする（そうではな
く，最適な組合せが変われば価格構造も配分も
変わってくるので，個人間への影響も様々）か，
どちらかを仮定しなければならない。しかしな
がら，個々人と代表的個人の選好が一致するわ
けではないし，現在の消費の組合せが最適だと
仮定することもできない。社会全体の望ましさ
をどう評価するかについては，民主的な社会で，
全員が合意するような社会的厚生の指標（社会
的厚生関数）は一般的には存在しないというこ
とが，「アローの一般不可能性定理」で証明され
ている。さらに現実には市場は完全でなく，「市
場の失敗」の存在も広く知られている。

それでもなお GDP が社会的望ましさを表す指
標だと言えるためには，GDP を単なる所得の総
額と考えるのではなく，その背後にある社会的
意味を考える必要がある。例えば，GDP を総額
と分配の平等さの要素に分解し，この二点から
評価してみよう。この場合の説明は次のように
なる。まず，ある社会的所得分配のときの社会
的厚生関数の値と同じ値をもたらすように，全
員に等しく分配したときの一人一人が得る所得
を計算する。社会に不平等を回避する傾向があ
れば，この値は実際の平均所得より低い。従って，
この値と実際の平均所得の値の差を測ると，不
平等を嫌う度合いの強さが分かる。しかし，こ
の方法を取っても，個人の well-being を消費額
と仮定することの不自然さや，この値があくま
でも序数的な基準であり定量的評価ができない
という問題は残る。

こうした問題を解決する方法が模索されてい
るが，理論的に正当化できる一つの方法は「等
価 所 得“equivalent income” 」 を 支 払 意 思 額

（Willingness To Pay: WTP）を使って計算し，
それを各個人で重みをつけた合計を社会的厚生
の測定値とするものである。「等価所得」はア
ローが前提としていた序数的効用ではなく，基
数効用なので，「不可能性定理」から逃れられる。

「等価所得」の基本的考え方は，次の通りである。
ある個人の所得（市場での購入能力）を m1 と
し，例えば「健康」のように市場で売買できな
いものの水準を x1 とする。この個人の現状の「所
得」と「健康」の組合せと同じ効用をもたらす
が「健康」状態は理想の値である（従って所得
は現状 m1 より低い）「所得」と「健康」の組合
せを，それぞれ m2， x2 とする。すると，m1 - 
m2 が，この人が理想の健康状態を達成するため
に払ってもよいと思う金額になる。このように，
参照点と現状との比較を WTP として聞くこと
によって，各個人の現状の評価を同じ尺度で評
価することができる。GDP を修正して，よりよ
い政策指標を作り出す方法は，この他にもいく
つか理論的には研究されているが，上述の問題
以外にも世代を超えた社会的望ましさの測定（資
源消費や環境悪化，あるいは富の蓄積の長期的
影響の評価が必要）をどうするかなど様々な実
践上の課題も多く，現実に使える段階ではない。

そこで，代替的な方法として考えられるのが，
冒頭に述べたブータンで使われているような幸
福度を測る指標（群），Sen などが提唱している
潜在能力（Capability）アプローチ，国連の人間
開 発 指 数（Human Development Index， HDI）
のような総合指数である。このうち総合指数に
ついては，統計の整備が不十分な場合には必要
なものではあるが，理論的には個人的な効用や
幸福（well-being）に基づくものでもなく，総合
指数を算出する際の関連指標の重みづけに理論
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的根拠があるわけでもないので，補完的なもの
である。従って，ここでは幸福度指標と潜在能
力アプローチについての議論を整理する。

幸福度については，まず主観的幸福は測定で
きるのかという問いに答えなければならないが，
近年では，アンケート調査（全体的に言ってご
自身の生活にどの程度満足していますか？とて
も満足している，満足している，あまり満足し
ていない，全然満足していない），経験抽出法（1
日の内のランダムな時点での気分の申告），1 日
再現法（気分を思い出して申告），心理学的計測

（ホルモンの濃度，皮膚の伝導性，など），神経
科学的計測（脳の活動），行動観察（微笑みなど）
などの組合せで，かなり測定できるようになっ
ている。個人間比較可能性についての疑問はま
だあるが，さらに進歩するだろう。

これまでの心理学的研究でわかった重要なこ
との一つは，主観的幸福の多面性であり，特に
認知的評価と感情的状態の違いは重要である。
この分野でこのことを示すもっとも有名な例は，
生活水準がある程度高くなると，それ以上経済
が成長しても主観的幸福は高くならないという

「イースタリン・パラドックス」11）である。個
人レベルでみると，人生で何か大きな（良いあ
るいは悪い）変化があっても，満足度は次第に
元に戻るということである。これは，刺激の繰
返しで快楽の感覚が鈍くなる人間の適応能力の
高さと，目標水準を再設定することで到達度を
見直すという欲望水準の再評価の両方のメカニ
ズムが働いていると考えられるが，現時点での
研究は前者の要因が大きいことを示唆している。
従って効用を主観的な感情ととらえる標準的な
厚生主義では幸福度の一貫性のある指標化は難
しい。

リベラリズムの観点に立った，潜在能力アプ
ローチで考えると，厚生主義の誤りは「欲しい
ものを獲得する」ことと「満足する」ことを区
別せず，後者に集中したことである。潜在能力
アプローチは，測定法というより，思考枠組で
あり，その鍵概念が，「機能群（functionings）：
人の置かれている状況（健康状態，教育水準など）
全般や生活行為（消費の内訳など）全般」と「潜
在能力集合（capability set）：その人が選択可能
な潜在的機能群の集合」である。前者は達成さ
れた成果であり，後者は，機会集合と言える。「機
能」と「潜在能力」のどちらに注目すべきかと
いう問題では，実証的研究の多くは観察可能な

「機能」を扱っている。しかし，所得や健康な
どの「機能」は「潜在能力」の規定要因でもあ
り，明確に区別できない場合もある。規範的に
は，達成したものである「機能」と機会として
の「潜在能力」のどちらを重視するべきかとい
う問題になるが，このアプローチの主唱者であ
る Sen は後者を主張する。その根拠は選択の自
由が重要であるということである。しかし，両
方を考慮し，個々人が相対的重要性を重みづけ
すればよいという考え方もあるし，機会だけを
考え，後は個人の責任に委ねればよいという考
え方もある。ただし，後者は失敗した人に厳し
すぎることになるおそれが大きい。このように，
潜在能力アプローチは柔軟性に富むが，厳密な
指標を作るのは難しい。しかし，指標化で前進
すれば応用のメリットは大きい。

以上の理論的分析を踏まえると，潜在能力ア
プローチで候補となる指標を選び，達成された
機能から得られる主観的効用を等価アプローチ
も利用して等価所得として集計することができ
れば福祉水準を測る指標としては理想的である。
しかし，現実には，そのような手法は確立され
ておらず，仮にできたとしても，一般的な主観
的幸福度と一致する保証はない，という問題は

11）Richard Easterlin が 1970 年代に初めて幸福に関する
データを本格的に分析した経済学者だと言われている。詳
しくは，例えば Frey（2008）参照。
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残る。現状では，以下で説明するような国内外
で試行されている方法が次善の策であろう。し
かしそれも，膨大なコストがかかると考えられ，
幸福度を政策指標とすることに対する懐疑的な
意見も今のところ説得力があると言わざるを得
ない。

3. その他の先行例

第 1 節で述べた日本政府による数々の（豊か
さ）指標開発例の他に，最近の社会経済の指標
化の例として，下記の五つを紹介する。フラン
スの例は著名な経済学者等による提言という形
を取っており，上述の様々な理論的研究の成果
を踏まえ，既存 GDP の修正，主観的幸福に関す
る指標の重視，持続可能性に関する新たな指標
の必要性，を提言している。既述の内閣府によ
る「幸福度指標」に関する研究と提案は，その
国内版とも言えるものであり，国内の関連諸分
野の主要な研究者による，理論的研究も踏まえ
た提言である。

個別自治体の例としては，熊本県，東京都荒
川区，北海道，の指標づくりの例を取り上げた。
いずれも自治体の長期総合計画の評価指標とし
ての役割を担っている。また，住民ニーズを取
り込んだ自治体の政策作りを意図して，総合計
画の作成過程に，専門家や行政担当者のみでな
く，住民の意識調査や作成過程への参画を組み
込んでおり，指標もその中の分野別の政策目標
に対応させている。いずれも始まったばかりで
あり，今後，こうした指標づくりの実践例を検
討することで，理論・実践双方の新たな課題が
見えてくると予想される。

最後に，東洋経済新報社の「住みよさランキ
ング」は総合指標の一例である。ランキング自
体には理論的根拠はないが，810 市区（全国 787
市と東京 23 区）× 14 指標という膨大なデータ

を揃えている点で，国レベルや自治体単独での
指標ではできない，自治体間比較を可能にする
貴重なデータ－ベースである。

A）フランス : Commission on the Measurement 
of Economic Performance and Social Progressn
の提言 （2009）

既述のように，2009 年にフランスのサルコ
ジ大統領が，生活の質を計測する新たな指標
に関する検討を依頼し，それを受けた Joseph 
Stiglitz や Amartya Sen などをメンバーとする
委員会が提言したものである。12 の提言は，既
存 GDP の修正，主観的幸福に関する新たな指標，
持続可能性に関する新たな指標，の 3 種類に分
類される。既存 GDP の修正，主観的幸福に関す
る新たな指標，についての提言は，前節の理論
分析に近い内容である。持続可能性については，
環境問題や財政問題など，地球上のどの地域で
も政策課題であるが，対象とする期間が他の政
策課題に比べて別次元の長さなので，本稿では
取り扱わなかったが，他の指標でも必ず重要な
分野として（多くは別扱いで）含まれている。

B）熊本県：県民幸福量，スマイル・インデッ
クス （2012）

県の基本方針「くまもとの夢４カ年戦略」（2008 
年 12 月）実現に向けた基本目標として総合指標

「県民総幸福量」の最大化をあげている。幸福要
因を，①夢を持っている，②誇りがある，③経
済的な安定，④将来に不安がない，の 4 つに分
類し，県民の満足度やそれぞれの要因をどの程
度重視するのかというウェイトを測定するため，
県民アンケートを実施した。居住する地域や世
代等の違いによる幸福の違いを詳細に調査分析
するため，特性が異なる地域等においてワーク
ショップを開催し，幸福に対する考え方や選好
等を直接聞き取っている。
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また，「県民総幸福量」を補完する「『笑いの数』
による幸福度指標」を景気動向指標と同様の方
法で調査することも検討している。

C）東京都荒川区：総幸福度（Gross Arakawa 
Happiness， GAH，2011，2012）

2007 年度から 2016 年度までを展望した「荒
川区基本計画」で，基本構想に掲げている「幸
福実感都市あらかわ」の実現を目指すため，生
涯健康都市，子育て教育都市，産業革新都市，
環境先進都市，文化創造都市，安全安心都市の
六つの都市像を示し，その都市像ごとに数個の
幸福実感指標，さらにそれぞれの幸福実感指標
ごとに，前節の理論分析で指摘したような主観
的指標の欠点を補うために，複数の関連指標を
集めて分析することになっている。

D） 北 海 道： ほ っ か い ど う 未 来 指 標 （2008， 
2011）

2008 年度からスタートした道の総合計画「新・
北海道総合計画－北の未来を拓くビジョンと戦
略－」（通称「ほっかいどう未来創造プラン」）
に沿って進める政策（取組）の目標を分かりや
すく示すために設定されたものである。各分野
の「政策の柱」ごとに政策の柱（戦略展開の柱）
の全体をおおむね表す項目，又は政策の柱（戦
略展開の柱）の一部を表すものではあるが象徴
的な項目を選定して各種の指標を設定している。

E）東洋経済新報社：住みよさランキング （2012）
「住みよさランキング」は，公的統計を基に，

それぞれの市が持つ“都市力”を「安心度」「利
便度」「快適度」「富裕度」「住居水準充実度」の
五つの観点に分類し，採用された 14 指標につい
て，それぞれ平均値を 50 とする偏差値を算出し，
その単純平均を総合評価としてランキングした
ものである。19 回目となる 2012 年度の対象は，

2012 年 6 月 18 日現在の 788 都市（全国 787 市
と東京区部全体）である。（2011 年は，東⽇本
⼤震災により非公表）。「住みよさランキング」
総合評価 1 位は千葉県印⻄市，2 位が⽯川県野々
市市，3 位が福井県坂井市となった。北海道は
北広島市の 172 位が最高であった。

第 1 節で取り上げた 1960 年代からの指標開
発の経緯を見ても分かるように，成長しても国
民が幸福になるとは限らないということで，こ
れまで何回も新しい指標が作られてきた。しか
し経済の基本的なパフォーマンスが悪いと，多
くの人が不幸になる可能性も高く，GDP に代表
される経済指標は依然として重要な指標として
存在し続けている。また，70 年代の国民純福祉

（NNW）は定着せずに終わり，90 年代の新国民
生活指標（PLI）も，都道府県別ランキングが強
い批判を浴びるなど，非経済系の指標に問題が
多いことも確かである。とくに，幸せに関係す
る指標を合成する手法はデータ選びに恣意性が
入るし，アンケートなどで幸福感を直接聞く手
法も，国際比較や経年比較が難しい。

しかし前節で述べたように，科学的な知見の
蓄積や意識調査の方法論の確立によって，幸福
度の指標づくりの可能性は高まっている。これ
は，経済的指標に，情報を付加する試みだと考
えることもできる。東日本大震災の発生を機に，
幸福に対する人々の関心が高まっていることも
考慮すべきであろう。また，初めに言及したブー
タンやフランスに止まらず OECD が幸福度の測
定に力を入れるなど，先進国，途上国を問わず
世界的な広がりを見せつつある。

昨年の日本経済新聞電子版のアンケート 12）で
は，６割の人が幸福度を測る新たな指標は「必
要だ」と答えた。しかし，同じアンケートで幸

12）小峰隆夫 ・内田由紀子・他（2012）より。
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福度指標を政策目標とすべきかどうかについて
は賛否が分かれる。「目標にすべきでない」は
31％で，「目標にすべきだ」の 30％をわずかに
上回った。指標自体が「必要ない」という回答
も 40％にのぼる。次節以降では，こうした様々
な意見も念頭に置きつつ，具体的な指標開発の
試みを通してさらに考察を進めていきたい。

4. 豊かさ指標の開発の試み

今後の北海道における地域別の多元的な「豊
かさ指標」の開発の試みに際して，初めに，こ
れまで見てきた国内外の様々な指標開発との違
いを確認しておきたい。まず，指標開発に投入
できる人的，資金的リソースが，国による指標
開発は言うに及ばず，都道府県や市町村の指標
開発に比べても圧倒的に少ないことを前提とす
る。具体的には，専門にこの作業に従事してい
る人間はおらず，資金的にも一度に全道を網羅
的にカバーする大がかりなアンケート調査はで
きないものとする。

従って，客観的指標は既存のデータを使用し
なければならず，さらに，市町村ベースで調査
をしようとすると，179 市町村のデータを集め
なければならないので，都道府県別の全国調査
の 4 倍近い数が対象になる。幸いなことに，客
観的指標では総務省が，社会・人口統計として，
人口・世帯，自然環境，経済基盤，行政基盤，
教育，労働，文化・スポーツ，居住，健康・医療，
福祉・社会保障，安全，家計，生活時間の 13 分
野にわたり，都道府県別に約 2,800 項目，市区
町村別に約 1,300 項目の基礎データを収集して
いる。ただしこの項目数は，年齢別人口を一つ
一つ項目に数えるなど，人口や世帯関連の統計
だけで数百項目にわたり，それぞれ市町村別に
公表されているものではない。実際には，この
基礎データの中から主要な項目を選定し，報告

書として取りまとめられた「統計でみる市区町
村のすがた」の中の 100 個の基礎データが容易
に入手可能なデータとなる。ここでは，上述の
13 分野から家計と生活時間の 2 分野を除いた 11
分野のデータが使用できる。しかし，指標の内
訳を見ると，直接豊かさに関係のない基礎的指
標が多く，また指標同士に類似性の高いものも
多い。 

主観的指標に関しては，北海道が長期計画を
立てる際に行った「新しい総合計画策定に係る
道民意向調査（道民ニーズ調査）」（2006）が利
用できる。これは，「生活の満足度と重要度に
関する総合評価」に関する質問と，今後の社会
的課題や政策課題についての質問に大きく分
けられる。前者は，生活分野を①くらし，②環
境，③教育・文化，④医療，⑤少子・高齢・福
祉，⑥仕事，⑦安全，⑧交通，⑨地域，⑩情報，
の 10 分野に分け，合計 45 の項目について，そ
の満足度と重要度を 5 段階評価で質問している。
後者は「今後の社会問題」，「経済・産業の活性化」，

「人口減少・少子高齢社会」，「環境にやさしい地
域社会」，「地域主権型社会」のそれぞれで具体
的な課題や政策の選択肢を挙げ，重要だと思う
ものを複数選択させるという形式である。この
うち，前者の「生活の満足度と重要度に関する
総合評価」が今回の試算で用いる主観的豊かさ
に対応する部分である。

上述のような各種の制約を考えると，今回の
地域別豊かさ指標は，上の二つのデータを基に，
可能であればそれ以外のデータを利用して作成
するのが現実的である。手法についても，これ
まで政府で作成されてきた五つの指標，即ち，
社会指標（SI），国民生活指標（NSI），新国民
生活指標（PLI），暮らしの構造改革指標，幸福
度指標，における経験を参考にすべきであろう。
この方針に沿った一つの開発プロセスが次の例
である。
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i.	「道民ニーズ調査」の質問項目それぞれに対
応する客観指標を「統計でみる市区町村のす
がた」の中から選択する。（地域ごとに重要
度が高い質問項目に対応する指標のみでよ
い。なお「道民ニーズ調査」における「地域」
の細分化は支庁（現在は振興局）レベルまで
であるが，今回の試算では，作業上の制約か
ら，道央圏（石狩，後志，空知，胆振，日高
の各支庁），道南圏（渡島，檜山の各支庁），
道北圏（上川，留萌，宗谷の各支庁），オホー
ツク圏（網走支庁），十勝圏（十勝支庁），釧路・
根室圏（釧路，根室の各支庁）の六つの生活
経済圏を「地域」としている。）

ii.	 i のそれぞれの指標ごとに道内全市町村の偏
差値を求める。（複数ある場合は平均して質
問項目ごとの総合指標を作成する。）

iii.	ii で作成した指標別市町村別の総合指標を人
口比で加重平均して質問項目別「地域」別の
総合指標を作成する。

iv.	iii の指標を質問項目別「地域」別のウェイト
を使って加重平均して地域別の総合指標を作
成する。これは前述の，新国民生活指標（PLI）
における国民生活選好度調査の質問項目の
ニーズ得点を使った主観ウェイトのアイディ
アを応用したものである。

次に，実際のデータを使いながら，このプロ
セスに従って一通り試算し，同時にその過程で
浮かび上がってきた課題についても述べたい。

ステップⅰ：過去のどの指標づくりを見ても，
最初に，社会をどのような分野に分けるかを考
えている。この点については，今回の基本デー
タである「道民ニーズ調査」の 10 の生活分野と

「統計でみる市区町村のすがた」の 11 の分野を
ベースに考えることになる。ただし，前者の質
問項目，後者の各指標の組合せによって，新た
な分類も可能である。「道民ニーズ調査」の分野，
質問項目（付属資料，表６を参照）を基に，「統
計でみる市区町村のすがた」の分野と指標（付
属資料，表５を参照）を比べると，前者の②環
境，③教育・文化，④医療，⑤少子・高齢・福
祉，⑥仕事，⑦安全，については，後者の自然
環境（教育，文化・スポーツ），健康・医療，福
祉・社会保障，労働，安全，が，だいたい 1 対
1 ないし 1 対 2 で対応し，前者の①くらし，の
一部と⑧交通，が後者の居住に対応し，①くら
し，の質問項目の残りは後者の色々な分野に対
応している。しかし⑨地域，に関する質問項目，
即ち絆に関するものは当然ながら主観的な要素
が高いので，客観的な指標で対応するものは見
つけられない。逆に「統計でみる市区町村のす

順位 重要度 質問番号 質問項目 分野 （指標番号）指標

1 1.70 27 老後に年金などの収入が十分確保されていること 福祉
（23/24）納税義務者当り
課税所得

2 1.65 19 必要な診断や治療がいつでも受けられること 医療
（91/1）人口 1 万人当り
医師数

3 1.61 33 犯罪などの心配がなく安心して生活できること 安全
4 1.60 21 費用の心配をせずに，治療が受けられること 医療
5 1.56 7 除雪がゆきとどいていること くらし
6 1.54 29 働く場が確保されていること 仕事 （55/53）完全失業率
7 1.48 11 大気汚染，水質汚濁，騒音などの心配がないこと 環境

8 1.47 32
地震，水害，火災などへの対策がしっかりしているこ
と

安全

9 1.45 28 高齢者が生きがいのある生活を送れること 福祉
10 1.44 34 食品や日常用品の安全性が確保されていること 安全

表１　重要度の高い道民ニーズ

注：指標番号の x/y は x ÷ y を意味する。番号に対応する指標内容は付属資料の表 5 参照。
資料：北海道「道民ニーズ調査」（2006），総務省「統計でみる市区町村のすがた」（2012）より筆者作成。
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がた」の人口・世帯，経済基盤，行政基盤，の
各指標は主観的な質問項目に対応させ難い。人
口・世帯，経済基盤，については，アンケート
の回答者の属性を聞くことで情報を得られるが，
それによって回答率が下がる，回答の正確性を
担保できないといった問題がある。行政基盤に
ついては，関連する質問項目を追加することも
検討でき，近年は住民の関心も高まっていると
思われるが，回答者の認識の正確さは懸念材料
として残る。

以上は指標選択の一般論であるが，実際には
質問項目に個別指標を対応付ける前に，その質
問項目が重要かどうかを見極めなければならな
い。表 1 は北海道全体で重要度の高い順に 10 位
までの質問項目と，それに対応する個別指標の
候補を示したものである。重要度の高い項目を
生活分野別にみると，安全分野が三つ，少子・
高齢・福祉分野と医療分野の質問項目が二つ，
くらし，仕事，環境の三分野がそれぞれ一つで

ある。しかし，10 位までの質問項目に対応する
指標が見つかったのは 3 項目である。いずれも
二つの指標を使って作る指標となっている。1
位の「老後に年金などの収入が十分確保されて
いること」に対する指標が「納税義務者当り課
税所得」となっているのは，やや苦しい解釈で
はあるが，この質問項目に対する肯定的な回答
と，所得水準の高さは相関が高いと判断した。

このように，市町村レベルでは実際に使用で
きる客観的な統計データは少ない。それに代替
するものとして考えられるのは，今回の例で言
えば，道民ニーズ調査の各質問項目に対する満
足度である。これは，その質問に対する回答者
の直接的な主観的評価であるので，客観的指標
のように質問項目に対する適合性を議論する必
要はない。しかし，第 2 節で議論したように，
主観的な満足度は客観的状況が同じでも変化す
るので，指標としての安定性に問題がある。

個別指標の選択を難しくしている理由は他に

指標 地方税 / 歳入 納税義務者当り
課税所得 完全失業率 人口 1 万人当り

医師数 外国人人口比率

順序　
多い順 多い順 少ない順 多い順 多い順

　順位
1 位 　　　 泊村 安 平 町 更 別 村 砂 川 市 雄 武 町
2 位 　　　 苫 小 牧 市 中 札 内 村 利尻富士町 旭 川 市 猿 払 村
3 位 　　　 北 広 島 市 猿 払 村 猿 払 村 札 幌 市 仁 木 町
4 位 　　　 恵 庭 市 斜 里 町 初 山 別 村 函 館 市 浜 頓 別 町
5 位 　　　 札 幌 市 神 恵 内 村 礼 文 町 壮 瞥 町 佐 呂 間 町
6 位 　　　 室 蘭 市 鹿 追 町 鹿 追 町 名 寄 市 興 部 町
7 位 　　　 厚 真 町 別 海 町 新 篠 津 村 深 川 市 平 取 町
8 位 　　　 千 歳 市 士 幌 町 別 海 町 室 蘭 市 倶 知 安 町
9 位 　　　 江 別 市 羅 臼 町 上 士 幌 町 帯 広 市 湧 別 町

10 位 　　　 釧 路 町 音威子府村 佐 呂 間 町 江 差 町 ニ セ コ 町
順序　

少ない順 少ない順 多い順 少ない順 少ない順
　順位

1 位 　　　 夕張市 上 砂 川 町 上 砂 川 町 様 似 町 北 竜 町
2 位 　　　 西 興 部 村 歌 志 内 市 乙 部 町 増 毛 町 沼 田 町
3 位 　　　 神 恵 内 村 夕 張 市 福 島 町 比 布 町 妹 背 牛 町
4 位 　　　 音威子府村 赤 平 市 赤 平 市 中 札 内 村 島 牧 村
5 位 　　　 南富良野町 芦 別 市 三 笠 市 小 平 町 神 恵 内 村
6 位 　　　 幌 加 内 町 三 笠 市 歌 志 内 市 鷹 栖 町 知 内 町
7 位 　　　 中 川 町 上 川 町 上 ノ 国 町 剣 淵 町 乙 部 町
8 位 　　　 初 山 別 村 由 仁 町 木 古 内 町 豊 頃 町 羽 幌 町
9 位 　　　 中 頓 別 町 喜 茂 別 町 函 館 市 湧 別 町 積 丹 町

10 位 　　　 滝 上 町 秩 父 別 町 登 別 市 愛 別 町 鷹 栖 町

表２　主要指標で見た上位と下位の市町村

資料：総務省「統計でみる市区町村のすがた」（2012）より筆者作成。
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もある。個々の指標の水準を規定する要因がそ
れぞれ多様であることである。いくつかの指標
でそのことを確認しておこう。表２は上述の３
指標と「地方税歳入」，「外国人人口比率」の上
位，下位それぞれ 10 位の市町村を示したもので
ある。まず，北海道で「納税義務者当り課税所得」
が高い市町村は，札幌のような都市部ではなく，
大規模農家や高級水産物を扱う漁業者の多い地
方である。一方この指標の低い市町村は旧産炭
地が多い。後者は「完全失業率」も多い地方で
あるが，失業率が低いのは，所得の多い地域だ
けではない。働く場が既に少なく，求職者が初
めから他の地域へ行ってしまうために失業率が
低いと推測される市町村もある。また，所得や
失業率に関しては恵まれている地域が，財政状
態でも上位に位置するというわけでもない。財
政状態に関しては一次産業だけではなく産業活
動が全般的に盛んな都市部やその周辺のベッド
タウンが上位を占める。

非経済指標でも多様な要因が作用しているこ
とが分かる。「外国人人口比率」では都市部から
遠く離れた市町村が上位を占めるが，これはニ
セコのような不動産や観光関連産業に従事する
外国人が多いと思われるリゾート地と，農村や
漁村に海外から嫁いできた人が多いと思われる
地域に分かれる。「人口 1 万人当り医師数」でも，
札幌や旭川などの病院が集中する都市が上位に
あるのは当然だが，その周辺の市町村は上位に
も下位にも位置している。病院が近くにある場
合でも，医師が住んでいるようなベッドタウン
的市町村と都市部周辺の農村地域では指標の値
が大きく異なるというわけである。これは，地
域の豊かさを考えるのに，市町村単位では生活
圏としては狭すぎるのではないか，という問題
を提起している。

ステップⅱ：偏差値の計算は機械的なもので
あるが，北海道の市町村の中だけで偏差値を計

算するか，全国の市町村の中での偏差値を計算
するかについては検討しなければならない。ま
た，今回は一時点でのデータなので問題になら
ないが，今後時系列で作成していくことになる
と，個々の指標の変動の総合指標への影響を平
滑化するために，地域ごとの指標を（国民生活
指標以降使われてきた）標準化指数のような時
系列の分析に適した指標に転換することを検討
しなければならない。その場合は同じ指標でも
地域間の比較ができなくなるため，地域間比較
と個々の地域の豊かさの時間的変化については
別系列の指標を作成することになるかもしれな
い。

ステップⅲ：「地域」別総合指標を作成するた
めに，いくつの質問項目を含めるかを決定しな
ければならない。本来は（理論的には）暮らし
の改革指数で使われていた主成分分析などの統
計学的分析で決定すべきかもしれないが，実際
にはいくつかのケースで試算して試行錯誤をし
ながら決めざるを得ないであろう。なお，今回
は使える指標が少なかったので一つの質問項目
に複数の指標が対応することはなかったが，そ
のような場合は，それぞれ人口比で加重平均し
たものを（指標間の重要性は分からないので）
平均して一つにするか，代表的な一つの指標に
絞るか，などの判断が必要になる。

また，「地域」別に質問項目の重要度は異なる
ので，「地域」ごとに異なる質問項目（指標）を
使うか，全道での重要度の高い質問項目を共通
して使うかについて，判断が分かれるところで
あろうが，今回の試算では地域の多元的な豊か
さを表す指標づくりを目指しているため，前者
を採用した。

ステップⅳ：質問項目別の重要度の合計を使っ
て，合計が 1 になるように基準化したウェイト
を「地域」別に計算する。今回の「地域」別豊
かさ指標の試算に使ったデータは表３のとおり
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である。また，試算結果は表４に示す。三つの
客観的指標である「納税義務者当り課税所得（質
問項目 27 番に対応させた）」，「人口 1 万人当り
医師数（質問項目 19 番に対応させた）」，「完全
失業率（質問項目 29 番に対応させた）」，を見る
と，札幌圏などを含み人口の集中する道央圏も
上位に位置しそうだが，今回の豊かさ指標の試
算結果を見ると，最も低かった道南圏に次いで
悪い値となっている。他の項目で客観的指標が
あったとしても低かったのか，例えば都市部で
は行政に対する不満が出やすいなど，主観的指
標だから低くなる要因があるのか，今後の検討
課題である。また，圏域別の差は小さいが，個々
の指標の小さな変化で数値がどの程度動くのか
も，詳しく検討しなければならない。

5. 暫定的まとめと今後の課題

以上，日本政府の過去の各種指標開発の手法
に学びながら，既存のデータを使って，北海道
の六つの生活経済圏別の豊かさ指標の開発を試
みた。政府や他の都道府県の指標づくりに比べ

て，圧倒的にリソースは不足しているが，基礎
的な統計と住民に対する生活課題別の満足度や
重要度のデータがあれば，曲がりなりにも指標
が作成できることが分かった。また，どのよう
な生活課題を重要とみなすかについての地域の
違いを，総合指標に採用する項目の選択，総合
指標の計算に用いる各項目へのウェイトに反映
させることで，単に選択された指標の地域別の
結果の違いを比較するだけではない，地域の多
元性を反映する豊かさ指標開発の方向性は示せ
たのではないだろうか。

ただし，この研究はまだ緒に就いたばかりで
あり，前節で述べたようにステップごとに多く
の検討課題がある。大きな課題の一つは時系列
で行う場合に，まったく異なる方法で別の系列
の指標も作ることが必要になることである。ま
た，今回の試作では使った指標の 7 割が主観的
データであったが，これらの指標を使うことの
妥当性については，理論的分析で指摘した不安
定性の問題などの検討が必要である。

さらに，本研究の意義が問われるような現在
の幸福度指標開発の傾向として，指標の総合化

地域生活
経済圏 重要度順位 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 6 位 7 位 8 位 9 位 10 位

道央圏
質問項目番号 27 19 33 21 7 29 11 32 34 28

偏差値 56.3 69.1 44.3 34.3 37.3 40.1 47.3 55.3 57.1 39.1 
重要度 1.7 1.66 1.63 1.6 1.57 1.54 1.5 1.5 1.48 1.46

道南圏
質問項目番号 27 33 21 19 29 7 32 11 28 35

偏差値 48.2 48.2 38.9 64.4 35.0 43.0 46.9 57.1 39.2 45.3 
重要度 1.72 1.6 1.56 1.54 1.54 1.5 1.49 1.46 1.41 1.41

道北圏
質問項目番号 27 19 7 33 29 21 11 35 10 24

偏差値 49.9 69.8 48.4 49.0 44.4 33.0 59.7 47.6 65.3 49.0 
重要度 1.65 1.64 1.58 1.6 1.54 1.52 1.42 1.42 1.42 1.41

オホーツク
圏

質問項目番号 27 19 21 7 29 33 28 14 25 11
偏差値 52.0 56.4 36.4 43.6 48.8 54.1 41.4 60.3 44.6 63.0 
重要度 1.7 1.68 1.63 1.6 1.57 1.49 1.47 1.46 1.45 1.43

十勝圏
質問項目番号 27 19 33 21 7 11 32 29 34 35

偏差値 55.0 58.4 49.3 34.8 45.7 62.9 49.6 50.7 59.7 49.6 
重要度 1.67 1.64 1.64 1.6 1.5 1.53 1.53 1.49 1.48 1.47

釧路・
根室圏

質問項目番号 27 21 19 28 24 33 29 11 14 7
偏差値 51.6 36.8 55.2 39.1 48.6 48.3 42.1 64.7 65.3 47.6 
重要度 1.76 1.68 1.67 1.5 1.5 1.53 1.53 1.46 1.46 1.45

表 3　「地域」別豊かさ指標の試算に使ったデータ

注 1：影の部分は客観的指標（表 1 参照）を使った質問項目番号とその偏差値。
注 2：具体的な質問項目は付属資料の表 6 を参照。
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は，それぞれの分野での特徴を隠すことにつな
がるので行わないという流れがある。しかし，
本指標のように地域ごとの比較をする場合，総
合指標の方が分かり易いというメリットもあり，
その役割は失われていないのではないだろうか。

最後に大きな現実的問題を指摘しておく。「道
民ニーズ調査」のような大型のアンケート調査
は頻繁には実施できないということである。今
回使用したデータは 2006 年に実施された調査に
よるものであり，既に 6 年以上経っている。あ
る程度の頻度で行えるように調査を小型化する
ことも検討すべきであろう。

【付記】本稿は，平成 24 年度北海道開発協会研究助成によ
る「地域の多元的価値を測定するための豊かさ指標の開発
とその地域政策への応用可能性の研究」の成果の一部であ
り，また，JSPS 科研費（挑戦的萌芽研究）23653049 の助成
を受けたものです。
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地域生活経済圏 豊かさ指標（試算値）
道央圏 48.2
道南圏 46.7
道北圏 51.6

オホーツク圏 49.9
十勝圏 51.5

釧路・根室圏 49.8

表 4　「地域」別豊かさ指標試算結果

資料：筆者作成。
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